
放課後児童支援員の基礎資格の拡大について

３．提案についての対応
○ 提案内容を踏まえ、児童の生活及び遊びの場を提供する上で、優秀な人材を広く放課後児童支援員として登用する。
→ 基準省令を改正し、以下の者を新たに放課後児童支援員認定資格研修を受講できる者とし、放課後児童支援員
になることができる途を開く。

※ 改正後の基準省令は、2018（平成30）年４月１日施行予定。

１．現行制度について
○ 児童福祉法第34条の８の２の規定に基づき、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の設備及び運営
に関して、事業に従事する者及びその員数については、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準
（基準省令）に従い条例を定めることとされている。
○ 基準省令において、事業者は、事業の支援単位ごとに、放課後児童支援員を２名以上置くこととされており、放課後
児童支援員は、基準省令第10条第３項各号に定める基礎資格を有している者であって、都道府県知事が行う研修
を修了したものでなければならないと規定している。
○ 現在、高等学校を卒業していない者については、放課後児童支援員となるための研修を受講する基礎資格がなく、
放課後児童支援員になれない。

２．提案内容・背景
○ 放課後児童クラブで働く方の中には、中卒であり放課後児童支援員にはなれないが、経験豊富で評価の高い方も多
く、中卒者にも基礎資格を拡大すべきである。（豊川市、半田市、出雲市からの提案）

５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市町村長が適当と認めたもの
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